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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ワイヤレス通信装置の送信電力レベルを制御する方法であって、
　デセンスイベントを検出することと、ここで前記デセンスイベントを検出することが、
　　第１のしきい値以上である連続する間違って受信されたフレームの数を検出すること
と、ここにおいて、前記ワイヤレス通信装置の送信機は、連続する間違って受信されたフ
レームの前記数が、前記第１のしきい値以上であることを検出したことに応答して、非ア
クティブ化される、
　　前記ワイヤレス通信装置の前記送信機が非アクティブ化される前後の前記ワイヤレス
通信装置の受信機の受信電力レベルの変化が、第２のしきい値よりも大きいことを検出す
ることと
　を備え、
　前記デセンスイベントを検出したことに応答して、第１の送信電力レベルに前記ワイヤ
レス通信装置の前記送信機の前記送信電力レベルを調整することと、
　前記第１の送信電力レベルに前記送信電力レベルを調整したことに応答して、第１の時
間間隔の間に前記第１の送信電力レベルに前記送信電力レベルを維持することと、
　前記第１の時間間隔の後に第２の時間間隔の間にあるレートで前記ワイヤレス通信装置
の前記送信機の送信電力レベル限界を徐々に調整することと
　を備える方法。
【請求項２】
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　前記第１の送信電力レベルが、前記デセンスイベントよりある数のフレームだけ前の前
記送信電力レベルに対応する、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　フレームの前記数が１０フレームと３０フレームとの間である、請求項２に記載の方法
。
【請求項４】
　前記第１の時間間隔が、０．５秒と１０秒との間である、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記第２の時間間隔は、前記送信電力レベル限界が、最大電力送信限界に達したときに
終了する、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記レートが、フレームの選択数ごとにある量だけ前記送信電力レベル限界を増加させ
ることに対応する、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記量が、第１の値から前記送信電力限界を減算したものを第２の値で除算することに
よって判断される、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　最大送信電力限界、または
　前記デセンスイベントの前の記憶された送信電力レベルを第３の値に加算したもの
　のうちの最大のものに基づいて、前記検出されたデセンスイベントに応答して、前記送
信電力限界を最初に判断することをさらに備える、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記最大送信電力限界が１６ｄＢｍであり、前記第３の値が１ｄＢと６ｄＢとの間であ
る、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記第１のしきい値が１０フレームと１４フレームとの間であり、前記第２のしきい値
が４ｄＢと８ｄＢとの間である、請求項１に記載の方法。
【請求項１１】
　前記送信電力レベルを調整することは、前記デセンスイベントが検出された後、正しく
受信されたフレームの第１の数が連続するフレームの第２の数の中から受信されたことを
検出することに応答して、前記送信電力レベルを調整することを備える、請求項１に記載
の方法。
【請求項１２】
　ワイヤレス通信装置であって、
　ある送信電力レベルでワイヤレス通信を送信するための手段と、
　ワイヤレス通信を受信するための手段と、
　デセンスイベントを検出するための手段と、前記デセンスイベントを検出するための前
記手段が、
　　第１のしきい値以上である連続する間違って受信されたフレームの数を検出するため
の手段と、ここにおいて、前記送信するための手段は、連続する間違って受信されたフレ
ームの前記数が、前記第１のしきい値よりも大きいことを検出したことに応答して、非ア
クティブ化され、
　　前記送信するための手段が非アクティブ化される前後の前記受信するための手段の受
信電力レベルの変化が、第２のしきい値よりも大きいことを検出するための手段とを備え
、
　前記デセンスイベントを検出したことに応答して、第１の送信電力レベルに前記送信電
力レベルを調整するための手段と、
　前記第１の送信電力レベルに前記送信電力レベルを調整したことに応答して、第１の時
間間隔の間に前記第１の送信電力レベルに前記送信電力レベルを維持するための手段と、
　前記第１の時間間隔の後に第２の時間間隔の間にあるレートで前記送信するための手段
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の送信電力レベル限界を徐々に調整するための手段と
　を備える、ワイヤレス通信装置。
【請求項１３】
　前記送信するための手段が、送信電力レベルでワイヤレス通信を送信するように構成さ
れる送信機を備え、前記受信するための手段が、受信機を備え、並びに、検出するための
手段、調整するための手段、維持するための手段、および徐々に調整するための手段が、
請求項１から請求項１１の何れかに従った方法を実施するように構成されるコントローラ
を備える、請求項１２に記載のワイヤレス通信装置。
【請求項１４】
　実行されたとき、ワイヤレス通信装置に請求項１から請求項１１の何れかに従った方法
を実行させる命令で、その上に符号化された前記命令を記憶したコンピュータ可読記憶媒
体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　[0001]本出願の実施形態は、一般にワイヤレス通信に関し、より詳細には、コロケート
された送信機によって生じ得る、ワイヤレス通信デバイスにおける受信機の干渉またはデ
センシング（de-sensing）を緩和することに関する。
【背景技術】
【０００２】
　[0002]ワイヤレス通信システムは、音声およびデータのような、様々なタイプの通信コ
ンテンツを提供するために広く展開されている。典型的なワイヤレス通信システムは、使
用可能なシステムリソース（たとえば、帯域幅、送信電力など）を共有することによって
複数のユーザとの通信をサポートすることが可能な多元接続システムであり得る。そのよ
うな多元接続システムの例には、符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）システム、時分割多元接
続（ＴＤＭＡ）システム、周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）システム、直交周波数分割多
元接続（ＯＦＤＭＡ）システムなどがあり得る。さらに、これらのシステムは、第３世代
パートナーシッププロジェクト（３ＧＰＰ）、３ＧＰＰ２、３ＧＰＰロングタームエボリ
ューション（ＬＴＥ）、ＬＴＥ　Ａｄｖａｎｃｅｄ（ＬＴＥ－Ａ）などの規格に準拠する
ことができる。
【０００３】
　[0003]一般に、ワイヤレス多元接続通信システムは、複数のモバイルデバイスのための
通信を同時にサポートし得る。各モバイルデバイスは、順方向リンクおよび逆方向リンク
上の送信を介して１つまたは複数の基地局と通信し得る。順方向リンク（またはダウンリ
ンク）は基地局からモバイルデバイスへの通信リンクを指し、逆方向リンク（またはアッ
プリンク）はモバイルデバイスから基地局への通信リンクを指す。
【０００４】
　[0004]モバイルデバイスは、さらに、様々な送信電力レベルおよび受信電力レベルで送
信と受信とを同時に行い得る。送信電力レベルは、リモート受信デバイスが、送信された
データをより容易に復号することが可能になるように調整され得、そのレベルは、隣接デ
バイスからの送信に干渉するのを回避するように調整され得る。受信電力レベルは、様々
なチャネル状態に依存し、場合によっては、送信機からの放出によるものであり得る。
【発明の概要】
【０００５】
　[0005]添付の特許請求の範囲内のシステム、方法、およびデバイスの様々な実施形態は
、それぞれ、いくつかの態様を有する。いくつかの実施形態では、これらの態様の全部ま
たは一部は、実施形態の利点および特徴を可能にし、それらを提供することができる。添
付の特許請求の範囲を限定することなしに、いくつかの顕著な特徴について本明細書で説
明する。
【０００６】
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　[0006]本明細書で説明する主題の１つまたは複数の実装形態の詳細が、添付の図面およ
び以下の説明において示されている。他の特徴、態様、および利点は、説明、図面、およ
び特許請求の範囲から明らかになるであろう。以下の図の相対寸法は一定の縮尺で描かれ
ていないことがあることに留意されたい。
【０００７】
　[0007]本開示で説明する主題の一態様は、ワイヤレス通信装置の送信電力レベルを制御
する方法を提供する。本方法は、送信機からの放出による、ワイヤレス通信装置の受信機
によって受信された信号への干渉を示すデセンスイベントを検出したことに応答して、第
１の送信電力レベルにワイヤレス通信装置の送信機の送信電力レベルを調整することを含
む。本方法は、第１の送信電力レベルに送信電力レベルを調整したことに応答して、第１
の時間間隔の間に実質的に第１の送信電力レベルに送信電力レベルを維持することをさら
に含む。本方法は、第１の時間間隔の後に第２の時間間隔の間にあるレートで送信機の送
信電力レベル限界を調整することをさらに含む。
【０００８】
　[0008]本開示で説明する主題の別の態様は、ワイヤレス通信装置を提供する。ワイヤレ
ス通信装置は、ある送信電力レベルでワイヤレス通信を送信するように構成された送信機
を含む。ワイヤレス通信装置は、ワイヤレス通信を受信するように構成された受信機をさ
らに含む。ワイヤレス通信装置は、送信機からの放出による、受信機によって受信された
信号への干渉を示すデセンスイベントを検出したことに応答して、第１の送信電力レベル
に送信電力レベルを調整するように構成されたコントローラをさらに含む。コントローラ
は、第１の送信電力レベルに送信電力レベルを調整したことに応答して、第１の時間間隔
の間に実質的に第１の送信電力レベルに送信電力レベルを維持するようにさらに構成され
る。コントローラは、第１の時間間隔の後に第２の時間間隔の間にあるレートで送信機の
送信電力レベル限界を調整するようにさらに構成される。
【０００９】
　[0009]本開示で説明する主題のさらに別の態様は、ワイヤレス通信装置を提供する。ワ
イヤレス通信装置は、ある送信電力レベルでワイヤレス通信を送信するための手段を含む
。ワイヤレス通信装置は、ワイヤレス通信を受信するための手段をさらに含む。ワイヤレ
ス通信装置は、送信手段からの放出による、受信手段によって受信された信号への干渉を
示すデセンスイベントを検出したことに応答して、第１の送信電力レベルに送信電力レベ
ルを調整するための手段をさらに含む。ワイヤレス通信装置は、第１の送信電力レベルに
送信電力レベルを調整したことに応答して、第１の時間間隔の間に実質的に第１の送信電
力レベルに送信電力レベルを維持するための手段をさらに含む。ワイヤレス通信装置は、
第１の時間間隔の後に第２の時間間隔の間にあるレートで送信機の送信電力レベル限界を
調整するための手段をさらに含む。
【００１０】
　[0010]本開示で説明する主題の別の態様は、実行されたとき、ワイヤレス通信装置にワ
イヤレス通信の方法を実行させる命令で、その上に符号化された非一時的コンピュータ可
読媒体を備えるコンピュータプログラム製品を提供する。本方法は、送信機からの放出に
よる、ワイヤレス通信装置の受信機によって受信された信号への干渉を示すデセンスイベ
ントを検出したことに応答して、第１の送信電力レベルにワイヤレス通信装置の送信機の
送信電力レベルを調整することを含む。本方法は、第１の送信電力レベルに送信電力レベ
ルを調整したことに応答して、第１の時間間隔の間に実質的に第１の送信電力レベルに送
信電力レベルを維持することをさらに含む。本方法は、第１の時間間隔の後に第２の時間
間隔の間にあるレートで送信機の送信電力レベル限界を調整することをさらに含む。
【００１１】
　[0011]特定の例示的な実施形態の以下の説明を添付の図と併せて検討すれば、当業者に
は、他の態様、特徴、および実施形態が明らかになろう。特徴が、以下のいくつかの実施
形態および図に関連して説明され得るが、すべての実施形態は、本明細書で説明する有利
な特徴のうちの１つまたは複数を含むことができる。言い換えれば、１つまたは複数の実
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施形態が、いくつかの有利な特徴を有するものとして説明され得るが、そのような特徴の
うちの１つまたは複数は、本明細書で説明する本発明の様々な実施形態に従っても使用さ
れ得る。同様に、例示的な実施形態が、以下ではデバイス、システム、または方法の実施
形態として説明され得るが、そのような例示的な実施形態は、様々なデバイス、システム
、および方法で実装され得ることを理解されたい。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】[0012]いくつかの実施形態による、例示的なワイヤレス通信システムの簡略図。
【図２】[0013]いくつかの実施形態による、図１のワイヤレス通信システム内で採用され
得るワイヤレスデバイスの機能ブロック図。
【図３】[0014]受信機が送信機からの放出によりデセンスされるときの、ある時間期間の
間の例示的な送信電力レベルおよび受信電力レベルを示すプロット。
【図４】[0015]いくつかの実施形態による、デセンスイベントに応答して、送信機の送信
電力レベルを制御するための例示的な方法を示す状態図。
【図５】[0016]図４の状態図による、例示的な調整済み送信電力レベルおよび受信電力レ
ベルを示すプロット。
【図６】[0017]図４の状態図による、他の例示的な調整済み送信電力レベルおよび受信電
力レベルを示すプロット。
【図７】[0018]いくつかの実施形態による、送信電力レベルを制御し、送信機によって受
信機のデセンシングを検出するための例示的な方法の実装形態のフローチャート。
【図８】[0019]いくつかの実施形態による、デセンスイベントに応答して、送信電力レベ
ルを制御するための例示的な方法の実装形態のフローチャート。
【図９】[0020]いくつかの実施形態による、ワイヤレス通信装置によって実施される例示
的な方法の実装形態のフローチャート。
【図１０】[0021]いくつかの実施形態による、ワイヤレス通信システム内で採用され得る
別の例示的なワイヤレス通信装置の機能ブロック図。
【図１１】[0022]いくつかの実施形態による、通信システムにおける様々な構成要素の機
能ブロック図の一例を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　[0023]慣例により、図面に示す様々な特徴は一定の縮尺で描かれていないことがある。
したがって、様々な特徴の寸法は、明確さのために恣意的に拡大または縮小されているこ
とがある。さらに、図面のいくつかは、所与のシステム、方法、またはデバイスの構成要
素のすべてを示していないことがある。明細書および図の全体にわたって同様の特徴を示
すために同様の参照番号が使用されることがある。
【００１４】
　[0024]添付の特許請求の範囲内の実施形態の様々な態様について以下で説明する。本明
細書で説明する態様は多種多様な形態で実装され得、本明細書で説明する任意の特定の構
造および／または機能は、例示的なものにすぎないことは明らかであろう。本開示に基づ
いて、本明細書で説明する態様は他の態様から独立して実装され得ること、およびこれら
の態様のうちの２つ以上は様々な方法で組み合わせられ得ることを当業者であれば諒解さ
れたい。たとえば、本明細書に記載の態様をいくつ使用しても、装置が実装され得、およ
び／または方法が実施され得る。さらに、本明細書に記載の態様のうちの１つまたは複数
に加えて、あるいはそれら以外の他の構造および／または機能を使用して、そのような装
置が実装され得、および／またはそのような方法が実施され得る。
【００１５】
　[0025]「例示的」という単語は、本明細書では、「例、事例、または例示の働きをする
こと」を意味するために使用する。本明細書で「例示的」と記載されたいかなる実施形態
も、必ずしも他の実施形態よりも好ましいまたは有利であると解釈すべきではない。以下
の説明は、いかなる当業者でも本発明を製作および使用することができるように提示され
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る。説明の目的で、以下の説明において詳細を記載する。本発明はこれらの具体的な詳細
を使用せずに実施され得ることを当業者は了解するであろうことを諒解されたい。他の例
では、本発明の説明を不要な詳細で不明瞭にしないために、よく知られている構造および
プロセスについては詳述しない。したがって、本発明は、示す実施形態に限定されるもの
ではなく、本明細書で開示する原理および特徴と一致する最も広い範囲を与えられるべき
である。
【００１６】
　[0026]本明細書で説明する技法は、符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）ネットワーク、時分
割多元接続（ＴＤＭＡ）ネットワーク、周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）ネットワーク、
直交ＦＤＭＡ（ＯＦＤＭＡ）ネットワーク、シングルキャリアＦＤＭＡ（ＳＣ－ＦＤＭＡ
）ネットワークなど、様々なワイヤレス通信ネットワークに対して使用され得る。「ネッ
トワーク」および「システム」という用語は、しばしば互換的に使用される。ＣＤＭＡネ
ットワークは、ユニバーサル地上波無線アクセス（ＵＴＲＡ：Universal Terrestrial Ra
dio Access）、ｃｄｍａ２０００などの無線技術を実装し得る。ＵＴＲＡは、広帯域ＣＤ
ＭＡ（Ｗ－ＣＤＭＡ（登録商標））と低チップレート（ＬＣＲ）とを含む。ｃｄｍａ２０
００は、ＩＳ－２０００、ＩＳ－９５およびＩＳ－８５６規格をカバーする。ＴＤＭＡネ
ットワークは、モバイル通信用グローバルシステム（ＧＳＭ（登録商標）：Global Syste
m for Mobile Communications）などの無線技術を実装し得る。ＯＦＤＭＡネットワーク
は、Ｅｖｏｌｖｅｄ　ＵＴＲＡ（Ｅ－ＵＴＲＡ）、ＩＥＥＥ８０２．１１、ＩＥＥＥ８０
２．１６、ＩＥＥＥ８０２．２０、Ｆｌａｓｈ－ＯＦＤＭ”などの無線技術を実装し得る
。ＵＴＲＡ、Ｅ－ＵＴＲＡ、およびＧＳＭは、ユニバーサルモバイルテレコミュニケーシ
ョンシステム（ＵＭＴＳ：Universal Mobile Telecommunication System）の一部である
。Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ（ＬＴＥ）は、Ｅ－ＵＴＲＡを使用するＵＭ
ＴＳのリリースである。ＵＴＲＡ、Ｅ－ＵＴＲＡ、ＧＳＭ、ＵＭＴＳおよびＬＴＥは、「
第３世代パートナーシッププロジェクト」（３ＧＰＰ）と称する団体からの文書に記載さ
れている。ｃｄｍａ２０００およびＥＶ－ＤＯは、「３ｒｄ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　Ｐ
ａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ　Ｐｒｏｊｅｃｔ　２」（３ＧＰＰ２）と称する団体からの文書に
記載されている。
【００１７】
　[0027]本明細書で説明する技法は、さらに、ボイスデータと非ボイスデータとを同時に
送信および受信することを可能にする同時ボイスおよびデータモードなど、異なる無線ア
クセス技術に関連する様々なモードとともに使用され得る。たとえば、Ｓｉｍｕｌｔａｎ
ｅｏｕｓ　１Ｘ　Ｖｏｉｃｅ　ａｎｄ　ＥＶーＤＯ　Ｄａｔａ（ＳＶＤＯ）モードおよび
Ｓｉｍｕｌｔａｎｅｏｕｓ　１Ｘ　ａｎｄ　ＬＴＥ（ＳＶＬＴＥ）モードが様々な実施形
態において採用され得る。
【００１８】
　[0028]シングルキャリア変調および周波数領域等化を利用するシングルキャリア周波数
分割多元接続（ＳＣ－ＦＤＭＡ）は、ワイヤレス通信システムにおいて使用される１つの
技法である。ＳＣ－ＦＤＭＡは、ＯＦＤＭＡシステムと同様の性能と、本質的に同じ全体
的な複雑さとを有する。ＳＣ－ＦＤＭＡ信号は、その固有のシングルキャリア構造のため
に、より低いピーク対平均電力比（ＰＡＰＲ：peak-to-average power ratio）を有する
。ＳＣ－ＦＤＭＡは、特に、送信電力効率の点でより低いＰＡＰＲがモバイル端末に多大
な利益を与えるアップリンク通信において、かなりの注目を集めている。それは現在、３
ＧＰＰロングタームエボリューション（ＬＴＥ）、または発展型ＵＴＲＡにおけるアップ
リンク多元接続方式に関する実用的な前提となっている。
【００１９】
　[0029]図１に、いくつかの実施形態による、例示的なワイヤレス通信ネットワーク１０
０を示す。ワイヤレス通信ネットワーク１００は、何人かのユーザ間の通信をサポートす
るように構成される。ワイヤレス通信ネットワーク１００は、たとえば、セル１０２ａ～
１０２ｇなど、１つまたは複数のセル１０２に分割され得る。セル１０２ａ～１０２ｇ中
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の通信カバレージは、たとえば、ノード１０４ａ～１０４ｇなど、１つまたは複数のノー
ド１０４（たとえば、基地局）によって与えられ得る。各ノード１０４は、対応するセル
１０２に通信カバレージを与え得る。ノード１０４は、たとえば、ＡＴ１０６ａ～１０６
ｌなど、複数のアクセス端末（ＡＴ）と対話し得る。参照しやすいように、ＡＴ１０６ａ
～１０６ｌを、以下ではアクセス端末１０６と呼ぶことがある。
【００２０】
　[0030]各ＡＴ１０６は、所与の瞬間に順方向リンク（ＦＬ）および／または逆方向リン
ク（ＲＬ）上で１つまたは複数のノード１０４と通信し得る。ＦＬは、ノードからＡＴへ
の通信リンクである。ＲＬは、ＡＴからノードへの通信リンクである。ＦＬはダウンリン
クと呼ばれることもある。さらに、ＲＬはアップリンクと呼ばれることもある。ノード１
０４は、たとえば、適切なワイヤードまたはワイヤレスインターフェースによって相互接
続され、互いに通信することが可能であり得る。したがって、各ＡＴ１０６は、１つまた
は複数のノード１０４を介して別のＡＴ１０６と通信し得る。
【００２１】
　[0031]ワイヤレス通信ネットワーク１００は広い地理的領域にわたってサービスを提供
し得る。たとえば、セル１０２ａ～１０２ｇは、近傍内の数ブロックまたは地方環境にお
ける数平方マイルのみをカバーし得る。一実施形態では、各セルは１つまたは複数のセク
タ（図示せず）にさらに分割され得る。
【００２２】
　[0032]上述のように、ノード１０４は、そのカバレージエリア内で、たとえばインター
ネットまたは別のセルラーネットワークなど、別の通信ネットワークへのアクセスをアク
セス端末（ＡＴ）１０６に与え得る。
【００２３】
　[0033]ＡＴ１０６は、通信ネットワークを介して音声またはデータを送信および受信す
るためにユーザによって使用されるワイヤレス通信デバイス（たとえば、携帯電話、ルー
タ、パーソナルコンピュータ、サーバなど）であり得る。アクセス端末（ＡＴ）１０６は
、本明細書では、ユーザ機器（ＵＥ）、移動局（ＭＳ）、または端末デバイスと呼ばれる
こともある。図示のように、ＡＴ１０６ａ、１０６ｈ、および１０６ｊはルータを備える
。ＡＴ１０６ｂ～１０６ｇ、１０６ｉ、１０６ｋ、および１０６ｌは携帯電話を備える。
ただし、ＡＴ１０６ａ～１０６ｌの各々は、任意の好適な通信デバイスを備え得る。
【００２４】
　[0034]アクセス端末１０６は、ｃｄｍａ２０００　１ｘ、１ｘ－ＥＶ－ＤＯ、ＬＴＥ、
ｅＨＲＰＤ、８０２．１１などの規格によって定義される無線アクセス技術など、異なる
無線アクセス技術（ＲＡＴ）を使用して動作することが可能なマルチモードであり得る。
アクセス端末１０６は、異なる無線アクセス技術を使用する様々な通信システムにわたっ
て複数のタスクを実行し得る。通信は、複数のコロケートされた送信機を使用して達成さ
れ得るか、またはある単一の送信機を使用して通信され得る。
【００２５】
　[0035]以下の実装形態は図１を参照し得るが、他の通信規格に容易に適用可能であるこ
とが認識されよう。たとえば、ある実装形態は、ＵＭＴＳ通信システムにおいて適用可能
であり得る。いくつかの実装形態は、ＯＦＤＭＡ通信システムにおいて適用可能であり得
る。通信システム２００は、さらに、限定はしないが、符号分割多元接続（ＣＤＭＡ：co
de division multiple access）システムと、モバイル通信システム用グローバルシステ
ム（ＧＳＭ）と、広帯域符号分割多元接続（ＷＣＤＭＡ（登録商標）：wideband code di
vision multiple access）と、ＯＦＤＭシステムとを含む、任意のタイプの通信システム
を備え得る。
【００２６】
　[0036]図２に、図１のワイヤレス通信システム１００内で採用され得るワイヤレス通信
装置２０２の例示的な機能ブロック図を示す。ワイヤレス通信装置２０２は、本明細書で
説明する様々な方法を実装するように構成され得るデバイスの一例である。たとえば、ワ
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イヤレス通信装置２０２は、ノード１０４またはＡＴ１０６を備え得る。
【００２７】
　[0037]ワイヤレス通信装置２０２は、ワイヤレス通信装置２０２の動作を制御するプロ
セッサ２０４を含み得る。プロセッサ２０４は、中央処理ユニット（ＣＰＵ）、コントロ
ーラ、または制御ユニットと呼ばれることもある。読取り専用メモリ（ＲＯＭ）とランダ
ムアクセスメモリ（ＲＡＭ）の両方を含み得るメモリ２０６は、命令とデータとをプロセ
ッサ２０４に与え得る。メモリ２０６の一部は、不揮発性ランダムアクセスメモリ（ＮＶ
ＲＡＭ）も含み得る。プロセッサ２０４は一般に、メモリ２０６内に記憶されたプログラ
ム命令に基づいて、論理および演算動作を実行する。メモリ２０６中の命令は、本明細書
で説明する方法を実施するように実行可能であり得る。
【００２８】
　[0038]プロセッサ２０４は、１つまたは複数のプロセッサとともに実装された処理シス
テムを備えるか、またはその構成要素であり得る。１つまたは複数のプロセッサは、汎用
マイクロプロセッサ、マイクロコントローラ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、フィ
ールドプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）、プログラマブル論理デバイス（ＰＬＤ
）、コントローラ、状態機械、ゲート論理、個別ハードウェア構成要素、専用ハードウェ
ア有限状態機械、あるいは情報の計算または他の操作を実行することができる任意の他の
好適なエンティティの任意の組合せを用いて実装され得る。
【００２９】
　[0039]処理システムは、ソフトウェアを記憶するための機械可読媒体をも含み得る。ソ
フトウェアは、ソフトウェアと呼ばれるか、ファームウェアと呼ばれるか、ミドルウェア
と呼ばれるか、マイクロコードと呼ばれるか、ハードウェア記述言語と呼ばれるか、また
は別様に呼ばれるかにかかわらず、任意のタイプの命令を意味すると広く解釈されるべき
である。命令は、（たとえば、ソースコード形式、バイナリコード形式、実行可能コード
形式、または任意の他の適切なコード形式の）コードを含み得る。命令は、１つまたは複
数のプロセッサによって実行されたとき、本明細書で説明される様々な機能を処理システ
ムに実行させる。
【００３０】
　[0040]ワイヤレス通信装置２０２はまた、ワイヤレス通信装置２０２と遠隔の位置との
間のデータの送信と受信とを可能にするために、送信機２１０および／または受信機２１
２を含み得る筐体２０８を含み得る。送信機２１０と受信機２１２とは組み合わせられて
トランシーバ２１４になり得る。アンテナ２１６は、ハウジング２０８に取り付けられ、
トランシーバ２１４に電気的に結合され得る。ワイヤレス通信装置２０２はまた、複数の
送信機、複数の受信機、複数のトランシーバおよび／または複数のアンテナを含み得る（
図示せず）。
【００３１】
　[0041]ワイヤレス通信装置２０２は、トランシーバ２１４によって受信された信号のレ
ベルを検出し、定量化しようとする際に使用され得る、信号検出器２１８も含み得る。信
号検出器２１８は、そのような信号を、総エネルギー、シンボルごとのサブキャリア当た
りのエネルギー、電力スペクトル密度、および他の信号として検出し得る。ワイヤレス通
信装置２０２は、信号を処理する際に使用するデジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）２２０
も含み得る。ＤＳＰ２２０は、送信のために１つまたは複数のフレームを生成するように
構成され得る。
【００３２】
　[0042]ワイヤレス通信装置２０２は、いくつかの態様では、ユーザインターフェース２
２２をさらに備え得る。ユーザインターフェース２２２は、キーパッド、マイクロフォン
、スピーカ、および／またはディスプレイを備え得る。ユーザインターフェース２２２は
、ワイヤレス通信装置２０２のユーザに情報を伝達し、および／またはユーザからの入力
を受信する、任意の要素または構成要素を含み得る。
【００３３】
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　[0043]ワイヤレス通信装置２０２の様々な構成要素は、バスシステム２２６によって互
いに結合され得る。バスシステム２２６は、たとえば、データバスを含み得、ならびに、
データバスに加えて、電力バス、制御信号バス、およびステータス信号バスを含み得る。
ワイヤレス通信装置２０２の構成要素は、何らかの他の機構を使用して、互いに結合され
るか、あるいは互いに対する入力を受け付けるかまたは与え得ることを当業者は諒解され
よう。
【００３４】
　[0044]図２には、いくつかの別個の構成要素が示されているが、構成要素のうちの１つ
または複数が組み合わされ得るかまたは共通に実装され得ることを当業者は認識されよう
。たとえば、プロセッサ２０４は、プロセッサ２０４に関して上で説明された機能を実装
するためだけでなく、信号検出器２１８および／またはＤＳＰ２２０に関して上で説明さ
れた機能を実装するためにも使用され得る。さらに、図２に示す構成要素の各々は、複数
の別個の要素を使用して実装され得る。
【００３５】
　[0045]送信機２１０の送信電力レベルは、ワイヤレス通信システム１００内でのパフォ
ーマンスを改善するようにワイヤレス通信装置２０２によって調整され得る。たとえば、
プロセッサ２０４は、たとえば、ノード１０４が、送信機２１０を介して送信されたデー
タをより容易に復号し得るように、送信機２１０の送信電力レベルを増加させ得る。さら
に、プロセッサ２０４は、ワイヤレス通信システム１００中の他のＡＴ１０６からの送信
に干渉し得る高電力レベルで送信するのを回避するために、送信電力レベルを低減し得る
。プロセッサ２０４は、１つまたは複数の電力制御ループプロシージャを使用して送信電
力レベルを調整し得る。
【００３６】
　[0046]たとえば、プロセッサ２０４は、基地局１０４がワイヤレス通信装置２０２に電
力制御メッセージを送信する閉ループ電力制御プロシージャを使用し得、プロセッサ２０
４は、受信された電力制御メッセージに基づいて送信電力レベルを調整する。これにより
、他の隣接ＡＴ１０６の知識ならびにワイヤレス通信装置２０２からメッセージがどれく
らいうまく受信されているかを判断する能力を有する基地局１０４は、それに応じて送信
電力レベルを調整することが可能になる。たとえば、ワイヤレス通信装置２０２と基地局
１０４との間の距離が増加している場合、基地局１０４は、送信電力レベルを増加させる
ようにプロセッサ２０４に要求するために電力制御メッセージを送信し得る。さらに、基
地局１０４は、いくつかの異なるＡＴ１０６間の干渉を検出することが可能であり、隣接
ＡＴ１０６間の干渉を低減するために、送信電力レベルを低減するようにプロセッサ２０
４に要求するために電力制御メッセージを送信することが可能であり得る。
【００３７】
　[0047]追加または代替として、プロセッサ２０４は、別のノード１０４から受信された
情報に依拠することなしにプロセッサ２０４によって実行されるチャネル測定に基づいて
プロセッサ２０４が送信電力レベルを選択する開ループ電力制御プロシージャを使用し得
る。さらに、他の送信電力制御プロシージャが採用され得る。
【００３８】
　[0048]ワイヤレス通信システム１００中のワイヤレス通信装置２０２のパフォーマンス
を改善するように送信電力レベルを制御することに加えて、ワイヤレス通信装置２０２は
、ワイヤレス通信を受信する受信機２１２の能力を改善するように動作をさらに調整し得
る。たとえば、不十分なチャネル状態がある場合、受信機２１２は、間違って受信された
フレームの数の増加を検出する。間違って受信されたフレームの数がしきい値以上である
ことに応答して、プロセッサ２０４は、後続のフレームを受信する能力を改善するために
、ある時間期間中に送信機２１０を非アクティブ化し得る。一態様では、プロセッサ２０
４は、一定数の連続する不良フレームが受信機２１２によって受信されたことを示すメッ
セージが基地局１０４に送信された後、基地局１０４から受信された送信電力コマンドに
応答して送信機２１０を非アクティブ化し得る。受信機２１２が十分な数の後続のフレー
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ムを正常に復号し始めると、プロセッサ２０４は、送信機２１０を再活動化し、送信電力
制御が上記で説明したように再開する。
【００３９】
　[0049]送信機２１０および受信機２１２は、ワイヤレス通信を同時に送信および受信し
得る。場合によっては、同時動作は、送信機２１０と受信機２１２との間に著しい干渉を
生じる。たとえば、場合によっては、プロセッサ２０４が送信機２１０の送信電力レベル
を増加させると、送信機２１０からの放出が受信機２１２に結合して戻され得る。したが
って、受信電力レベルは、受信信号を破損し得る雑音に大部分はよって（たとえば、１０
～３０ｄＢだけ）上昇し得る。これは、損失フレームまたは正確に復号され得ないフレー
ムを生じる。送信機２１０によって引き起こされる受信機２１２における干渉を、本明細
書では、送信機２１０が受信機２１２をデセンスしていると呼ぶことがある。
【００４０】
　[0050]デセンスイベントによる間違って受信されたフレームは、上記で説明したように
、一定の時間期間の間、送信機２１０を使用不能にするようにプロセッサ２０４をトリガ
し得る。しかしながら、送信機２１０が再活動化されると、たとえば、上記で説明したよ
うに、再開された「通常の」電力制御プロシージャは、さらなるデセンスイベントを防ぐ
のに不十分であり得る。言い換えれば、通常の電力制御プロシージャは、積極的に送信電
力レベルを増加させ過ぎ、受信機２１２の後続のデセンシングを生じ得る。「通常の」送
信電力レベル制御プロシージャは、基地局１０４および／またはワイヤレス通信装置２０
２に知られている様々なチャネル状態を考慮に入れ得るが、そのプロシージャは、送信機
２１０による受信機２１２のデセンシングを考慮に入れないことがある。したがって、デ
センシングは、短い時間期間内に数回送信機２１０の非アクティブ化をトリガすることを
連続的に生じ得る。これは、通話途切れ、品質細断（chopped quality）、およびそれ以
外の不十分な呼パフォーマンスを生じ得る。本明細書で説明するいくつかの実施形態のい
くつかの態様は、不十分なチャネル状態とは別個の、送信機２１０による受信機２１２の
デセンシングを検出することを対象とする。さらに、いくつかの実施形態のいくつかの態
様は、受信機２１２の後続のデセンシングを防ぐために、デセンスイベントを検出したこ
とに応答して、送信機２１０の送信電力レベルを制御することを対象とする。
【００４１】
　[0051]図３は、同じワイヤレス通信装置２０２内の送信機２１０からの放出により受信
機２１２がデセンスされるとき、ある時間期間の間の例示的な送信電力レベルおよび受信
電力レベル３０２および３０４を示すプロットである。送信電力レベルおよび受信電力レ
ベル３０２および３０４が、一定の縮尺で描かれておらず、単に例示のために与えられて
いることを諒解されたい。送信電力レベルおよび受信電力レベル３０２および３０４は、
さらなる説明のために部分的に誇張されていることがある。図３に示すように、送信電力
レベル３０２は、上記で説明したように、送信電力レベル制御プロシージャに従って変動
する。さらに、受信電力レベル３０４はまた、様々なチャネル状態により変動する。ある
時点において、受信電力レベル３０４は、送信電力レベル３０２の増加（図示せず）によ
って引き起こされた時間間隔３４２に示すように、増加し始め、デセンスイベント３４６
を生じ得る。したがって、受信機２１２は、フレームを途切らせ始め得る。連続するフレ
ーム途切れの数がしきい値以上になると、ポイント３３０において、プロセッサ２０４は
、送信機２１０を使用不能にし、その結果、不良な受信チャネル条件があるという仮定に
基づいて、送信電力レベル３０２が実質的に０に降下し得る。たとえば、一実施形態では
、送信機２１０の非アクティブ化をトリガするしきい値は、１２個の連続的に受信された
不良フレームである。他の実施形態では、しきい値は、異なる数の連続的に受信された不
良フレームであり得る。
【００４２】
　[0052]送信機２１０を無効化した結果として、受信電力レベル３０４は、受信シンガル
中により少ない雑音が存在する結果として、やはり低下し得る。連続的に受信された良好
フレームの数がしきい値以上になった後、送信機２１０は再アクティブ化され得る。たと
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えば、一実施形態では、しきい値は２つのフレームであり得る。別の実施形態では、しき
い値は、異なる数の連続する正しく受信されたフレームであり得る。再アクティブ化の後
に、送信電力レベル３０２は変動し続け、受信電力レベル３０４も、デセンスイベント３
４６の前と同様に、変動し、動作し続け得る。さらなる電力制御がない場合、送信機２１
０は、その後、受信機２１２を複数回デセンスし、送信機２１０を複数回使用不能にさせ
、不良呼品質および／または通話途切れを生じ得る。
【００４３】
　[0053]この状況を防ぐために、いくつかの実施形態のいくつかの態様は、デセンスイベ
ントが発生するときを検出し、その後、さらなるデセンシングを防ぐように送信電力レベ
ル制御プロシージャを適応させることを対象とする。
【００４４】
　[0054]図４は、いくつかの実施形態による、デセンスイベントに応答して、送信機２１
０の送信電力レベルを制御するための例示的な方法を示す状態図である。状態４０２では
、ワイヤレス通信装置２０２は、「通常の」電力制御プロシージャに従って動作する。こ
の状態４０２では、プロセッサ２０４は、上記で説明したように、チャネル状態および／
または受信された電力制御コマンドに従って送信電力レベルを調整し得る。ワイヤレス通
信装置２０２は、デセンスイベントが検出されない間、この状態で動作し得る。場合によ
っては、この状態４０２にある間に、受信機２１２は、連続する間違って受信されたフレ
ームの数が第１のしきい値（たとえば、上記で説明したように１２個）以上であることを
検出し得る。それに応答して、プロセッサ２０４は、送信機２１０を使用不能にし得る。
しかしながら、受信機２１２のデセンシングを示すさらなる基準が満たされない場合、ワ
イヤレス通信装置２０２は、状態４０２にとどまり、連続する正しく受信されたフレーム
の数が第２のしきい値（たとえば、上記で説明したように２つ）以上となった後に送信機
２１０を再使用可能にし得、通常の送信電力制御プロシージャが再開し得る。
【００４５】
　[0055]連続する間違って受信されたフレームの数が第１のしきい値以上であることと、
追加の基準Ｃ１が満たされたこととの両方をワイヤレス通信装置２０２が検出すると、ワ
イヤレス通信装置２０２は、状態４０４をデセンス検出状態４０４に変更する。一実施形
態では、追加の基準Ｃ１は、たとえば、第１のしきい値を超えることにより送信機２１０
が非アクティブ化される、時間ウィンドウ内の受信電力レベルの変化が第３のしきい値以
上であることを検出することに対応する。たとえば、デセンスイベントは、第１のしきい
値を超えることと、送信機２１０を切断したことに応答して受信電力レベルがＸｄＢだけ
低下することとの両方に応答して検出され得る。一実施形態では、ＸｄＢの値は６ｄＢで
あり得る。別の実施形態では、ＸｄＢの値は、４ｄＢ、５ｄＢ、７ｄＢ、８ｄＢ、または
その間の値などの異なる値であり得る。一実施形態では、第１のしきい値を超える場合、
たとえば、送信機２１０が切断された後、受信機電力レベルが１つのフレームで６ｄＢだ
け低下するとき非検出状態４０４がトリガされる。上記で説明した追加の基準Ｃ１による
検出により、チャネル状態の変化とは別に、デセンスイベントを検出することが可能にな
り得、したがって、より適応性のある送信電力レベル制御プロシージャが、さらなるデセ
ンシングを防ぐように適応され得る。
【００４６】
　[0056]デセンス検出状態４０４では、プロセッサ２０４は、送信機２１０を非アクティ
ブ化し得、ワイヤレス通信装置２０２は、上記で説明したように、連続する正しく受信さ
れたフレームの数が第２のしきい値以上となった後にプロセッサ２０４が送信機２１０を
再アクティブ化することが可能になるまで、この状態４０４で動作し得る。この状態４０
４では、プロセッサ２０４は、送信電力レベルを公称送信電力レベルに設定する。一実施
形態では、公称送信電力レベルは、ワイヤレス通信装置２０２によって記憶された受信機
２１２のデセンシングより前の何らかの電力レベルに対応する。一実施形態では、公称送
信電力レベルは、デセンスイベントが行われる場合より一定数のフレームだけ前の電力レ
ベルであり得る。たとえば、フレームの数は、デセンスイベントが行われる場合より前の
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２０フレームであり得る。他の実施形態では、フレームの数は、１０フレームまたは３０
フレームまたはその間など、異なり得る。公称電力レベルは、送信機２１０を再使用可能
にするときに使用される。
【００４７】
　[0057]さらに、以下でより詳細に説明するように、送信機２１０を再使用可能にした後
、送信電力レベルの将来の増加を制約することを可能にし得る追加の上送信電力限界が使
用され得る。デセンス検出状態４０４では、上送信電力限界は、送信電力レベルが直ちに
高く設定され過ぎないことを保証するために最初に設定され得る。たとえば、一実施形態
では、上送信電力限界は、利用可能な絶対最大電力レベル限界、または公称送信電力レベ
ルを何らかの追加量に加算したもののいずれか最大のものに設定され得る。たとえば、追
加量は、一実施形態では、３ｄＢであり得る。別の実施形態では、追加量は、４ｄＢ、５
ｄＢ、６ｄＢなどであり得る。一実施形態では、利用可能な絶対最大電力レベル限界は、
１６ｄＢｍであり得る。上記で説明したように、公称送信電力レベルと上送信電力レベル
とが使用される前に、ワイヤレス通信装置２０２は、連続する正しく受信されたフレーム
の数が第２のしきい値以上になるまでデセンス検出状態４０４にとどまる。
【００４８】
　[0058]連続する受信された良好フレームの数が第２のしきい値以上になると、動作は、
「維持」状態４０６に遷移する。状態４０６において、プロセッサ２０４は、送信機２１
０を再使用可能にして、上記で説明したように、送信電力レベルを公称電力レベルに設定
する。この状態４０６では、プロセッサ２０４は、次いで、ある時間間隔の間に送信電力
レベルを公称電力レベルに維持する。たとえば、一実施形態では、時間間隔は１秒であり
得る。別の実施形態では、時間間隔は、より短い時間量の間であるか、またはより長い時
間量の間であり得る。維持状態４０６にある間に、ワイヤレス通信装置２０２は、別のデ
センスイベント、すなわち、連続する間違って受信されたフレームの数が第１のしきい値
以上であることと、送信機２１０を使用不能にすることによる受信電力レベルの変化がし
きい値を上回ることとを検出し得る。したがって、状態４０６は、デセンス検出状態４０
４に遷移して戻り得、そこで、送信機２１０が後で使用可能にされるときのために、送信
電力レベルが下方に再調整される。
【００４９】
　[0059]時間間隔が経過し、後続のデセンスイベントが検出されないと、状態は復元状態
４０８に遷移する。復元状態４０８では、送信電力制御プロシージャは、送信電力レベル
を潜在的に増加させるために再開し得る。しかしながら、プロセッサ２０４は、送信電力
レベルが制御されたレートで徐々に増加するように、上送信電力限界を調整する。たとえ
ば、上送信電力限界は、送信電力レベルが上送信電力限界を下回る限り、送信電力レベル
を徐々に増加するのが可能になるように使用および調整され得る。この上送信電力限界は
、それが最大許容電力送信限界へ増加されるまで、比較的緩やかなレートで増加され得る
。対照的に、「通常」状態４０２では、追加の上送信電力限界を使用するのではなく、上
限として最大許容電力送信限界が使用される。したがって、通常状態４０２では、送信電
力レベル制御プロシージャが送信電力レベルを速く増加させ過ぎることがあり、受信機２
１２の後続のデセンシングを引き起こし得る可能性がある。しかしながら、復元状態４０
８では、送信電力レベルのいかなる増加の傾きは、あるレートで上送信電力限界を調整す
ることによって管理される。上電力限界の初期値は、上記で説明したように、デセンス検
出状態４０４で設定され得る。
【００５０】
　[0060]一例として、一実施形態では、プロセッサ２０４は、Ｍ個のフレームごとにある
量だけ上送信電力限界を増加させる。一実施形態では、Ｍの値は２０フレームであり得る
。別の実施形態では、Ｍの値は、１０フレーム、１５フレーム、２５フレーム、３０フレ
ームなど、または別の値であり得る。一実施形態では、上電力送信限界を増加させる量は
、現在の上送信電力限界と別の値との関数にかけた結果であり得る。たとえば、上電力送
信限界を増加させる量は、次式に従って判断され得る。
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【数１】

【００５１】
　[0061]一実施形態では、ＭＬの値は、様々な動作状態に応じて、２４または何らかの他
の値になり得る。一実施形態では、Ｚの値は、２０などの何らかの整数または何らかの他
の値（たとえば、１０、１５、２５、３０など）であり得る。上電力送信限界が増加され
るにつれて、プロセッサ２０４はまた、傾きＳ１によってさらに説明するように、上電力
送信限界によって制限されているように相応して送信電力レベルを増加させ得る。送信電
力レベルの上限として上送信電力限界を使用しながら、受信電力コマンドおよび／または
チャネル測定値に基づいて送信電力レベルを調節するために、「通常の」閉ループおよび
開ループが使用され得る。復元状態４０８にある間に、ワイヤレス通信装置２０２は、さ
らに、別のデセンスイベント、すなわち、連続する間違って受信されたフレームの数が第
１のしきい値以上であることと、送信機２１０を使用不能にすることによる受信電力レベ
ルの変化がしきい値を上回ることとを検出し得る。この場合、状態は、デセンス検出状態
４０４に遷移して戻り得、それにより、送信機２１０が後で使用可能にされるときのため
に、送信電力レベルがより低く再調整される。
【００５２】
　[0062]上送信電力限界を増加させる量を判断するための値は、動的であり、デセンスイ
ベントが検出された時点の送信電力レベルによって判断され得る。たとえば、デセンスが
検出されたときの送信電力レベルが高くなるほど、上送信電力限界が調整されるのが遅く
なる。言い換えれば、デセンスが検出されたときの送信電力レベルが高くなるほど、上送
信電力限界を増加させる傾きＳ１が低くなる。値Ｍ、ＭＬ、またはＺのいずれも、送信電
力レベルの増加を制約するレートに適応して調整するように調整され得る。さらに、ある
時間間隔内にデセンスイベントが検出される回数は、さらに、送信電力レベルの増加を制
約する量を判断し得る。
【００５３】
　[0063]上送信電力レベル限界が最大許容送信電力限界（たとえば、１６ｄＢ）に達し、
デセンスイベントが検出されていないと、状態は、通常状態４０２に遷移する。
【００５４】
　[0064]したがって、デセンスイベントに応答して、送信電力レベルは、最初に、低下さ
れ、ある時間期間の間維持され、次いで、制御されたレートで増加される。これによって
、さらなるデセンスイベントを防ぎ、通話途切れまたは細断する呼品質を生じ得る複数の
送信機停止を防ぐことが可能になり得る。一態様では、デセンスを検出したことに応答し
てより低い値に送信電力レベルを直接調整するための上記で説明した手法は、より低い送
信電力レベルにより送信機２１０が再アクティブ化された直後の通話途切れのリスクがい
くぶん増加し得る。しかしながら、送信電力レベルを低下させ、続いて、増加レートを制
御することによって、複数の送信機非アクティブ化イベントを生じ得るさらなるデセンス
イベントのリスクは、呼品質のさらなる全体的な改善をもたらし、通話途切れをより少な
くし得る。
【００５５】
　[0065]図５は、図４の状態図による、例示的な平均送信電力レベル５０２および平均受
信電力レベル５０４を示すプロットである。送信電力レベル５０２および受信電力レベル
５０４に、説明のために、図３に示した変動よりも小さい変動を示さない送信電力レベル
５０２と受信電力レベル５０４との一般的な傾向を示す。さらに、送信電力レベル５０２
と受信電力レベル４０５とは、一定の縮尺で描かれていない。実際には、上記で説明した
ように、送信電力レベル５０２と受信電力レベル５０４とにさらなる変動があり得る。
【００５６】
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　[0066]図５に示すように、通常状態４０２中に、プロセッサ２０４は、最大送信電力レ
ベル限界５０６の下にとどまりながら、送信電力レベル５０２を増加させる。増加は、上
記で説明したように、システムパフォーマンスを改善するいくつかの理由のうちのいずれ
か１つにより得る。送信電力レベルが増加するにつれて、ある時点において、受信電力レ
ベル５０４は、送信機２１０からの干渉により増加する。間隔５４２によって示すように
、ザは、送信機２１０が停止したときの何らかの時間ウィンドウ５４４における受信機電
力レベル５０４の低下がしきい値を下回ることに加えて、連続する間違って受信されたフ
レームの数がしきい値を上回ることになる。したがって、デセンス検出状態４０４に対応
して、プロセッサ２０４は、送信機２１０を使用不能にし、送信電力レベルが実質的に０
に低下する。連続する正しく受信されたフレームの数を検出した後に、プロセッサ２０４
は、送信機２１０をアクティブ化し、送信電力レベルが公称電力レベルに設定される。こ
の公称電力レベルは、上記で説明したように、参照数字５２２によって示されるように、
デセンスイベント５３０の前の２０フレームに対応し得る。
【００５７】
　[0067]送信電力レベルは、次いで、この公称電力レベルに維持される。これは、図４の
維持状態４０６に対応し得る。その後、プロセッサ２０４は、電力制御プロシージャを使
用して送信電力レベルを増加することが可能になる。さらに、送信電力レベルを制約する
上送信電力限界５３２は、制御されたレートで増加される。これは、復元状態４０８に対
応し得る。図示のように、送信電力レベルは、上送信電力限界とともに増加される。場合
によっては、送信電力レベルは、上送信電力限界が他の状況でよりも比較的緩やかに増加
される場合には特に、上送信電力限界を厳密にたどり得る。上送信電力限界が最大許容電
力送信限界に達すると、状態が通常状態４０２に遷移にして戻ることに対応して、送信電
力レベルは、調整され、場合によっては増加され、最大許容電力送信限界によって制限さ
れる。
【００５８】
　[0068]図６は、複数のデセンスイベントが検出されたときの、図４の状態図による、他
の例示的な調整済み送信電力レベルおよび受信電力レベルを示すプロットである。図６は
、平均送信電力レベルおよび受信電力レベルを同様に示すが、第２のデセンスイベントが
検出された場合のものである。図示のように、第１の復元期間中の上送信電力限界６３２
ａの増加の傾きは、将来のデセンスイベントを防ぐために送信電力限界をさらに制約する
ために、第２の復元期間中の上送信電力限界６３２ｂの傾きよりも急である。したがって
、図６に、プロセッサ２０４が、ある時間期間内の複数のデセンスイベントに応答してさ
らなるデセンシングを防ぐように、送信電力レベル制御プロシージャをどのように適応さ
せ得るかを示す。
【００５９】
　[0069]図７は、いくつかの実施形態による、送信電力レベルを制御し、送信機２１０に
よって受信機２１２のデセンシングを検出するための例示的な方法７００の実装形態のフ
ローチャートである。いくつかの態様では、図７中のブロックにおいて説明するアクショ
ンは、デセンスイベントを検出するための図４の状態４０２および４０４に対応し得る。
方法７００についてワイヤレス通信装置２０２の要素に関して以下で説明するが、本明細
書で説明するブロックのうちの１つまたは複数を実装するために他の構成要素が使用され
得ることを当業者は諒解されよう。
【００６０】
　[0070]ブロック７０２において、ワイヤレス通信装置２０２は、上記で説明したように
、送信電力制御一致の電力制御プロシージャ（たとえば、閉および開ループ電力制御プロ
シージャ）を実行していることがある。決定ブロック７０４において、連続する不良フレ
ームの数が値Ａに等しいかどうかを判断する。たとえば、値Ａは、一実施形態では、１２
フレームであり得る。この条件が満たされない限り、ワイヤレス通信装置２０２は、ブロ
ック７０２に示すように、送信電力制御を実行する。決定ブロック７０４の条件が満たさ
れる場合、ブロック７０６において、送信機２１０が非アクティブ化される。決定ブロッ
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ク７０６において、受信された連続する良好フレームの数が値Ｂに等しいかどうかを判断
する。一実施形態では、値Ｂは２フレームであり得る。連続する良好フレームの数がしき
い値を下回る限り、送信機２１０は、非アクティブ化されたままである。
【００６１】
　[0071]ブロック７０８の条件が満たされる場合、すなわち、少なくともＢ個の良好な連
続良好フレームが受信された場合、決定ブロック７１０において、送信機２１０が非アク
ティブ化された後の受信電力レベルの低下がしきい値よりも大きいかどうかを判断する。
決定ブロック７１０における条件が満たされない場合、ブロック７１２において、送信機
２１０がアクティブ化され、ワイヤレス通信装置２０２が、ブロック７０２の場合のよう
に、通常の送信電力制御プロシージャを実行する。しかしながら、受信電力レベルの低下
がしきい値よりも大きい場合、ブロック７１４において、デセンスイベントが検出され、
デセンス電力制御のプロシージャが開始される。プロセッサ２０４および／またはプロセ
ッサ２０４と受信機２１２と送信機２１０との組合せが、図７に示したブロックのいずれ
かの機能を実行し得る。
【００６２】
　[0072]図８は、いくつかの実施形態による、デセンスイベントに応答して、送信電力レ
ベルを制御するための例示的な方法８００の実装形態のフローチャートである。いくつか
の態様では、図８に示すブロックは、図４の状態４０４、４０６、および４０８に対応し
得る。方法８００についてワイヤレス通信装置２０２の要素に関して以下で説明するが、
本明細書で説明するブロックのうちの１つまたは複数を実装するために他の構成要素が使
用され得ることを当業者は諒解されよう。
【００６３】
　[0073]ブロック８０２において、ワイヤレス通信装置２０２は、決定ボック８０４に示
し、図７を参照しながら上記で説明したように、デセンスイベントが検出される８０４ま
で送信電力制御を実行する。デセンスイベントが検出されると、ブロック８０６において
、送信機２１０がアクティブ化され、送信電力レベルが、デセンスイベントよりＣ個のフ
レームだけ前のレベルに対応する第１のレベルに調整される。Ｃの値は、たとえば、デセ
ンスイベントより前の２０フレームに対応し得る。ブロック８０８において、上送信電力
限界は、最大許容送信電力限界または第１のレベルをＹｄＢに加算したもののいずれか最
大のものに設定される。一実施形態では、Ｙの値は６ｄＢであり得る。ブロック８１０に
おいて、送信電力レベルが、ある時間期間の間、実質的に第１のレベルに維持される。
【００６４】
　[0074]決定ブロック８１２において、第１のレベルに送信電力レベルを維持するために
その時間間隔中に別のデセンスイベントが検出されたかどうかを判断する。決定ブロック
８１２において、その時間間隔中にデセンスイベントが検出されなかった場合、ブロック
８１４において、上送信電力限界が、上送信電力限界から値Ｄを減算した差分を値Ｅで除
算した分だけ増加される。一実施形態では、Ｄの値は２４ｄＢであり得、一方、Ｅの値は
、たとえば、２０であり得る。送信機電力限界は、Ｆ個のフレームごとに増加され、ここ
で、Ｆは、たとえば、値２０フレームであり得る。ブロック８１４において上送信電力限
界を増加させた後に、プロセッサ２０４は、送信電力レベルを増加することが可能になり
得る。決定ブロック８１６において、増加による上送信電力限界が最大許容送信電力限界
に実質的に等しいかどうかを判断し得る。上送信電力限界が最大許容送信電力限界よりも
小さい場合、ブロック８１４に従って、上送信電力限界がＥ個のフレームごとに増加され
る。上送信電力限界が最大許容送信電力限界以上である場合、ワイヤレス通信装置２０２
は、ブロック８０２に示すように、通常の送信電力制御を再開する。
【００６５】
　[0075]決定ブロック８１２において、デセンスイベントがその時間間隔中に検出された
場合、ブロック８１８において、送信機２１０が非アクティブ化される。ワイヤレス通信
装置２０２は、次いで、決定ブロック８２０に示すように、連続する正しく受信されたフ
レームの数がしきい値以上になるまで待機する。ブロック８１８における条件が満たされ
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ると、次いで、ブロック８０６に進み、上記で説明したようにデセンスのための送信電力
制御プロシージャを続ける。
【００６６】
　[0076]図９に、いくつかの実施形態による、ワイヤレス通信装置２０２によって実施さ
れる例示的な方法９００の実装形態のフローチャートを示す。方法９００についてワイヤ
レス通信装置２０２の要素に関して以下で説明するが、本明細書で説明するブロックのう
ちの１つまたは複数を実装するために他の構成要素が使用され得ることを当業者は諒解さ
れよう。
【００６７】
　[0077]ブロック９０２において、送信機２１０からの放出による、ワイヤレス通信装置
２０２の受信機２１２によって受信された信号への干渉を示すデセンスイベントを検出し
たことに応答して、ワイヤレス通信装置２０２の送信機２１０の送信電力レベルが第１の
送信電力レベルに調整される。一態様では、プロセッサ２０４は、送信電力レベルを調整
し得る。ブロック９０４において、第１の送信電力レベルに送信電力レベルを調整したこ
とに応答して、送信電力レベルが、第１の時間間隔の間に実質的に第１の送信電力レベル
に維持される。一態様では、プロセッサ２０４は、第１の電力レベルに送信電力レベルを
維持し得る。ブロック９０６において、送信機２１０の送信電力レベル限界が、第１の時
間間隔の後に第２の時間間隔の間にあるレートで調整される。たとえば、送信電力レベル
限界が最大電力送信レベル限界に等しくなるまで、送信電力レベル限界は、一定数のフレ
ームごとにある量だけ調整され得る。一態様では、プロセッサ２０４は、そのレートで送
信機２１０の送信機電力レベル限界を調整し得る。
【００６８】
　[0078]図１０は、いくつかの実施形態による、ワイヤレス通信システム１００内で採用
され得る別の例示的なワイヤレス通信装置１０００の機能ブロック図である。ワイヤレス
通信デバイス１０００は、図２に示した構成要素のうちのいずれか１つまたは複数など、
より多くの構成要素を有し得ることを、当業者であれば諒解されよう。図示されたワイヤ
レス通信デバイス１０００は、いくつかの実施形態のいくつかの顕著な特徴について説明
するために有用な構成要素のみを含む。デバイス１０００は、受信モジュール１００４と
送信モジュール１００６とを含む。いくつかの場合には、受信するための手段は受信モジ
ュール１００４を含み得る。いくつかの場合には、送信するための手段は送信モジュール
１００６を含み得る。デバイス１０００は調整モジュール１００２をさらに含む。調整モ
ジュール１００２は、図９のブロック９０２、９０４、および９０６に関して上記で説明
した機能のうちの１つまたは複数を実行するように構成され得る。いくつかの場合には、
調整するための手段は調整モジュール１００２を含み得る。いくつかの場合には、維持す
るための手段は調整モジュール１００２を含み得る。調整モジュール１００２は、プロセ
ッサ２０４であり得る。
【００６９】
　[0079]ソフトウェアで実装される場合、機能は、１つまたは複数の命令またはコードと
してコンピュータ可読媒体上に記憶されるか、またはコンピュータ可読媒体を介して送信
され得る。本明細書で開示された方法またはアルゴリズムのステップは、コンピュータ可
読媒体上に存在し得る、プロセッサ実行可能ソフトウェアモジュールで実施され得る。コ
ンピュータ可読媒体は、ある場所から別の場所にコンピュータプログラムを転送すること
を可能にされ得る任意の媒体を含む、コンピュータ記憶媒体とコンピュータ通信媒体の両
方を含む。記憶媒体は、コンピュータによってアクセスされ得る任意の利用可能な媒体で
あり得る。限定ではなく例として、そのようなコンピュータ可読媒体は、ＲＡＭ、ＲＯＭ
、ＥＥＰＲＯＭ（登録商標）、ＣＤ－ＲＯＭもしくは他の光ディスクストレージ、磁気デ
ィスクストレージもしくは他の磁気ストレージデバイス、または、命令もしくはデータ構
造の形態で所望のプログラムコードを記憶するために使用され得、コンピュータによって
アクセスされ得る、任意の他の媒体を含み得る。また、いかなる接続もコンピュータ可読
媒体と適切に呼ばれ得る。本明細書で使用するディスク（disk）およびディスク（disc）
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は、コンパクトディスク（disc）（ＣＤ）、レーザーディスク（登録商標）（disc）、光
ディスク（disc）、デジタル多用途ディスク（disc）（ＤＶＤ）、フロッピー（登録商標
）ディスク（disk）およびブルーレイ（登録商標）ディスク（disc）を含み、ディスク（
disk）は、通常、データを磁気的に再生し一方、ディスク（disc）は、データをレーザー
で光学的に再生する。上記の組合せもコンピュータ可読媒体の範囲内に含まれるべきであ
る。さらに、方法またはアルゴリズムの動作は、コンピュータプログラム製品に組み込ま
れ得る、機械可読媒体およびコンピュータ可読媒体上のコードおよび命令の、１つまたは
任意の組合せまたはセットとして存在し得る。
【００７０】
　[0080]さらに、上記で説明したシステムおよび方法によって示されるように、本明細書
の教示は、少なくとも１つの他のノードと通信するための様々な構成要素を採用するノー
ド（たとえば、デバイス）に組み込まれ得る。図１１に、いくつかの実施形態による、ノ
ード間の通信を可能にするために採用され得るいくつかの例示的な構成要素を示す。詳細
には、図１１は、多入力多出力（ＭＩＭＯ）システム１１００の第１のワイヤレスデバイ
ス１１１０（たとえば、アクセスポイント）および第２のワイヤレスデバイス１１５０（
たとえば、アクセス端末）の簡略ブロック図である。第１のデバイス１１１０において、
いくつかのデータストリームのトラフィックデータがデータソース１１１２から送信（Ｔ
Ｘ）データプロセッサ１１１４に与えられる。
【００７１】
　[0081]いくつかの態様では、各データストリームは、それぞれの送信アンテナを介して
送信される。ＴＸデータプロセッサ１１１４は、コード化データを与えるために各データ
ストリーム用に選択された特定のコーディング方式に基づいて、そのデータストリームご
とにトラフィックデータをフォーマットし、コーディングし、インターリーブする。
【００７２】
　[0082]各データストリームのコード化データは、ＯＦＤＭ技法を使用してパイロットデ
ータと多重化され得る。パイロットデータは、一般的に、知られている方法で処理され、
チャネル応答を推定するために受信機システムにおいて使用され得る知られているデータ
パターンである。各データストリームの多重化されたパイロットデータおよびコード化デ
ータは、次いで、そのデータストリーム用に選択された特定の変調方式（たとえば、ＢＰ
ＳＫ、ＱＳＰＫ、Ｍ－ＰＳＫ、またはＭ－ＱＡＭ）に基づいて変調（すなわち、シンボル
マッピング）されて、変調シンボルが提供される。各データストリームのデータレート、
コーディング、および変調は、プロセッサ１１３０によって実行される命令によって判断
され得る。データメモリ１１３２は、プロセッサ１１３０またはデバイス１１１０の他の
構成要素によって使用されるプログラムコード、データ、および他の情報を記憶し得る。
【００７３】
　[0083]次いで、すべてのデータストリームの変調シンボルがＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ
１１２０に与えられ、ＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ１１２０はさらに（たとえば、ＯＦＤＭ
の場合）その変調シンボルを処理し得る。ＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ１１２０は、次いで
、ＮT個の変調シンボルストリームを、ＮT個のトランシーバ（ＸＣＶＲ）１１２２Ａ～１
１２２Ｔに供給する。いくつかの態様では、ＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ１１２０は、デー
タストリームのシンボルと、シンボルの送信元のアンテナとにビームフォーミング重みを
適用する。
【００７４】
　[0084]各トランシーバ１１２２は、それぞれのシンボルストリームを受信し、処理して
、１つまたは複数のアナログ信号を与え、さらに、それらのアナログ信号を調整（たとえ
ば、増幅、フィルタ処理、およびアップコンバート）して、ＭＩＭＯチャネルを介して送
信するのに適した被変調信号を与える。次いで、トランシーバ１１２２Ａ～１１２２Ｔか
らのＮT個の変調信号は、それぞれＮT個のアンテナ１１２４Ａ～１１２４Ｔから送信され
る。
【００７５】
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　[0085]第２のデバイス１１５０では、送信された変調信号はＮR個のアンテナ１１５２
Ａ～１１５２Ｒによって受信され、各アンテナ１１５２からの受信信号は、それぞれのト
ランシーバ（ＸＣＶＲ）１１５４Ａ～１１５４Ｒに供給される。各トランシーバ１１５４
は、それぞれの受信信号を調整（たとえば、フィルタ処理、増幅、およびダウンコンバー
ト）し、調整された信号をデジタル化して、サンプルを与え、さらにそれらのサンプルを
処理して、対応する「受信」シンボルストリームを与える。
【００７６】
　[0086]次いで、受信（ＲＸ）データプロセッサ１１６０は、特定の受信機処理技法に基
づいてＮR個のトランシーバ１１５４からＮR個の受信シンボルストリームを受信し、処理
して、ＮT個の「検出」シンボルストリームを与える。ＲＸデータプロセッサ１１６０は
、次いで、各検出シンボルストリームを復調し、デインターリーブし、復号して、データ
ストリームのトラフィックデータを復元する。ＲＸデータプロセッサ１１６０による処理
は、デバイス１１１０におけるＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ１１２０およびＴＸデータプロ
セッサ１１１４によって実行される処理を補足するものである。
【００７７】
　[0087]プロセッサ１１７０は、どのプリコーディング行列を使用すべきかを周期的に判
断する（以下で説明する）。プロセッサ１１７０は、行列インデックス部分とランク値部
分とを備える逆方向リンクメッセージを作成する。データメモリ１１７２は、プロセッサ
１１７０または第２のデバイス１１５０の他の構成要素によって使用されるプログラムコ
ード、データおよび他の情報を記憶し得る。
【００７８】
　[0088]逆方向リンクメッセージは、通信リンクおよび／または受信データストリームに
関する様々なタイプの情報を備え得る。逆方向リンクメッセージは次いで、同じく複数の
データストリームのためのトラフィックデータをデータソース１１３６から受信するＴＸ
データプロセッサ１１３８によって処理され、モジュレータ１１８０によって変調され、
トランシーバ１１５４Ａから１１５４Ｒによって調節され、デバイス１１１０に返送され
る。
【００７９】
　[0089]デバイス１１１０において、第２のデバイス１１５０からの被変調信号は、アン
テナ１１２４によって受信され、トランシーバ１１２２によって調整され、復調器（ＤＥ
ＭＯＤ）１１４０によって復調され、ＲＸデータプロセッサ１１４２によって処理されて
、第２のデバイス１１５０によって送信された逆方向リンクメッセージが抽出される。プ
ロセッサ１１３０は、次いで、ビームフォーミング重みを判断するためにどのプリコーデ
ィング行列を使用すべきかを判断し、次いで、抽出されたメッセージを処理する。
【００８０】
　[0090]図１１はまた、通信構成要素が、本明細書で教示するアクセス制御動作を実行す
る１つまたは複数の構成要素を含み得ることを示す。たとえば、アクセス制御構成要素１
１９０は、デバイス１１１０のプロセッサ１１３０および／または他の構成要素と協働し
て、本明細書で教示する別のデバイス（たとえば、デバイス１１５０）との間で信号を送
信／受信し得る。同様に、アクセス制御構成要素１１９２は、プロセッサ１１７０および
／またはデバイス１１５０の他の構成要素と協働して、別のデバイス（たとえば、デバイ
ス１１１０）との間で信号を送信／受信し得る。各デバイス１１１０および１１５０につ
いて、説明した構成要素のうちの２つ以上の機能が単一の構成要素によって与えられ得る
ことを諒解されたい。たとえば、単一の処理構成要素がアクセス制御構成要素１１９０お
よびプロセッサ１１３０の機能を与え得、また、単一の処理構成要素がアクセス制御構成
要素１１９２およびプロセッサ１１７０の機能を与え得る。さらに、図３を参照しながら
説明した装置１１００の構成要素は、図１１の構成要素と統合され／組み込まれ得る。
【００８１】
　[0091]本明細書における「第１」、「第２」などの指定を使用した要素への言及は、そ
れらの要素の数量または順序を全般的に限定するものでないことを理解されたい。むしろ
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、これらの名称は、本明細書において２つ以上の要素またはある要素の複数の例を区別す
る便利な方法として使用され得る。したがって、第１および第２の要素への言及は、そこ
で２つの要素のみが使用できること、または第１の要素が何らかの方法で第２の要素に先
行しなければならないことを意味するものではない。また、別段規定されない限り、要素
のセットは１つまたは複数の要素を含み得る。
【００８２】
　[0092]情報および信号は多種多様な技術および技法のいずれかを使用して表され得るこ
とを、当業者は理解されよう。たとえば、上記の説明全体にわたって言及され得るデータ
、命令、コマンド、情報、信号、ビット、シンボル、およびチップは、電圧、電流、電磁
波、磁界もしくは磁性粒子、光場もしくは光学粒子、またはこれらの任意の組合せによっ
て表され得る。
【００８３】
　[0093]さらに、本明細書で開示された態様に関して説明した様々な例示的な論理ブロッ
ク、モジュール、プロセッサ、手段、回路、およびアルゴリズムステップのいずれかは、
電子ハードウェア（たとえば、ソースコーディングまたは何らかの他の技法を使用して設
計され得る、デジタル実装形態、アナログ実装形態、またはそれら２つの組合せ）、命令
を組み込んだ様々な形態のプログラムまたは設計コード（便宜上、本明細書では「ソフト
ウェア」または「ソフトウェアモジュールと呼ぶことがある）、あるいは両方の組合せと
して実装され得ることを当業者は諒解されよう。ハードウェアとソフトウェアのこの互換
性を明確に示すために、様々な例示的な構成要素、ブロック、モジュール、回路、および
ステップを、上記では概してそれらの機能に関して説明した。そのような機能をハードウ
ェアとして実装するか、ソフトウェアとして実装するかは、特定の適用例および全体的な
システムに課される設計制約に依存する。当業者は、説明した機能を特定の適用例ごとに
様々な方法で実装し得るが、そのような実装の決定は、本開示の範囲からの逸脱を生じる
ものと解釈されるべきではない。
【００８４】
　[0094]本明細書で開示した態様に関して、および図１～図１１に関して説明した様々な
例示的な論理ブロック、モジュール、および回路は、集積回路（ＩＣ）、アクセス端末、
またはアクセスポイント内に実装され得るか、またはそれらによって実行され得る。ＩＣ
は、汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、特定用途向け集積回路（ＡＳ
ＩＣ）、フィールドプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）もしくは他のプログラマブ
ル論理デバイス、個別ゲートもしくはトランジスタ論理、個別ハードウェア構成要素、電
気構成要素、光学構成要素、機械構成要素、または本明細書で説明する機能を実行するよ
うに設計されたそれらの任意の組合せを含み得、ＩＣの内部に、ＩＣの外側に、またはそ
の両方に常駐するコードまたは命令を実行し得る。論理ブロック、モジュール、および回
路は、ネットワーク内またはデバイス内の様々な構成要素と通信するためにアンテナおよ
び／またはトランシーバを含み得る。汎用プロセッサはマイクロプロセッサであり得るが
、代替として、プロセッサは、任意の従来のプロセッサ、コントローラ、マイクロコント
ローラ、または状態機械であり得る。プロセッサはまた、コンピューティングデバイスの
組合せ、たとえば、ＤＳＰとマイクロプロセッサとの組合せ、複数のマイクロプロセッサ
、ＤＳＰコアと連携する１つまたは複数のマイクロプロセッサ、あるいは任意の他のその
ような構成として実装され得る。モジュールの機能は、本明細書で教示した方法とは別の
何らかの方法で実装され得る。（たとえば、添付の図の１つまたは複数に関して）本明細
書で説明した機能は、いくつかの態様では、添付の特許請求の範囲において同様に指定さ
れた「手段」機能に対応し得る。
【００８５】
　[0095]開示されたプロセス中のステップの特定の順序または階層は、例示的な手法の一
例であることを理解されたい。設計の選好に基づいて、プロセス中のステップの特定の順
序または階層は本開示の範囲内のまま再構成できることを理解されたい。添付の方法クレ
ームは、様々なステップの要素を例示的な順序で提示したものであり、提示された特定の
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順序または階層に限定されるものではない。
【００８６】
　[0096]本開示で説明した実装形態への様々な修正は当業者には容易に明らかであり得、
本明細書で定義した一般原理は、本開示の趣旨または範囲から逸脱することなく他の実装
形態に適用され得る。したがって、本開示は、本明細書で示した実装形態に限定されるも
のではなく、本明細書で開示する特許請求の範囲、原理および新規の特徴に一致する、最
も広い範囲を与られるべきである。「例示的」という単語は、本明細書ではもっぱら「例
、事例、または例示の働きをすること」を意味するために使用される。本明細書で「例示
的」であるとして説明されたいかなる実施形態も、必ずしも他の実施形態よりも好ましい
または有利であると解釈されるべきではない。
【００８７】
　[0097]また、別個の実装形態に関して本明細書で説明されたいくつかの特徴は、単一の
実装形態において組合せで実装され得る。また、逆に、単一の実装形態に関して説明され
た様々な特徴は、複数の実装形態において別個に、あるいは任意の好適な部分組合せで実
装され得る。その上、特徴は、いくつかの組合せで働くものとして上記で説明され、初め
にそのように請求されることさえあるが、請求される組合せからの１つまたは複数の特徴
は、場合によってはその組合せから削除され得、請求される組合せは、部分組合せ、また
は部分組合せの変形形態を対象とし得る。
【００８８】
　[0098]同様に、動作は特定の順序で図面に示されているが、これは、望ましい結果を達
成するために、そのような動作が、示される特定の順序でまたは順番に実行されること、
あるいはすべての図示の動作が実行されることが必要であると理解されるべきでない。い
くつかの状況では、マルチタスキングおよび並列処理が有利であり得る。その上、上記で
説明した実装形態における様々なシステム構成要素の分離は、すべての実装形態において
そのような分離が必要であると理解されるべきでなく、説明するプログラム構成要素およ
びシステムは、概して、単一のソフトウェア製品において互いに一体化されるか、または
複数のソフトウェア製品にパッケージングされ得ることを理解されたい。さらに、他の実
装形態が以下の特許請求の範囲内に入る。場合によっては、特許請求の範囲に記載の行為
は、異なる順序で実行され、依然として望ましい結果を達成することができる。
　以下に、本願出願の当初の特許請求の範囲に記載された発明を付記する。
　　［Ｃ１］　ワイヤレス通信装置の送信電力レベルを制御する方法であって、
　送信機からの放出による、前記ワイヤレス通信装置の受信機によって受信された信号へ
の干渉を示すデセンスイベントを検出したことに応答して、第１の送信電力レベルに前記
ワイヤレス通信装置の前記送信機の前記送信電力レベルを調整することと、
　前記第１の送信電力レベルに前記送信電力レベルを調整したことに応答して、第１の時
間間隔の間に実質的に前記第１の送信電力レベルに前記送信電力レベルを維持することと
、
　前記第１の時間間隔の後に第２の時間間隔の間にあるレートで前記送信機の送信電力レ
ベル限界を調整することと
　を備える方法。
　　［Ｃ２］　前記第１の送信電力レベルが、前記デセンスイベントよりある数のフレー
ムだけ前の前記送信電力レベルに実質的に対応する、Ｃ１に記載の方法。
　　［Ｃ３］　フレームの前記数が１０フレームと３０フレームとの間である、Ｃ２に記
載の方法。
　　［Ｃ４］　前記第１の時間間隔が、０．５秒と１０秒との間である、Ｃ１に記載の方
法。
　　［Ｃ５］　前記第２の時間間隔は、前記送信電力レベル限界が、最大電力送信限界に
達したときに終了する、Ｃ１に記載の方法。
　　［Ｃ６］　前記レートが、フレームの選択数ごとにある量だけ前記送信電力レベル限
界を増加させることに対応する、Ｃ１に記載の方法。
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　　［Ｃ７］　前記量が、第１の値から前記送信電力限界を減算したものを第２の値で除
算することによって判断される、Ｃ６に記載の方法。
　　［Ｃ８］　最大送信電力限界、または
　前記デセンスイベントの前の記憶された送信電力レベルを第３の値に加算したもの
　のうちの最大のものに基づいて、前記検出されたデセンスイベントに応答して、前記送
信電力限界を最初に判断することをさらに備える、Ｃ７に記載の方法。
　　［Ｃ９］　前記最大送信電力限界が１６ｄＢｍであり、前記第３の値が１ｄＢと６ｄ
Ｂとの間である、Ｃ８に記載の方法。
　　［Ｃ１０］　前記デセンスイベントを検出することをさらに備え、前記デセンスイベ
ントを検出することが、
　第１のしきい値以上である連続する間違って受信されたフレームの数を検出することと
、ここにおいて、前記送信機は、連続する間違って受信されたフレームの前記数が、前記
第１のしきい値以上であることを検出したことに応答して、非アクティブ化される、
　前記送信機が非アクティブ化される前後の前記受信機の受信電力レベルの変化が、第２
のしきい値よりも大きいことを検出することと
　を備える、Ｃ１に記載の方法。
　　［Ｃ１１］　前記第１のしきい値が１０フレームと１４フレームとの間であり、前記
第２のしきい値が４ｄＢと８ｄＢとの間である、Ｃ１０に記載の方法。
　　［Ｃ１２］　前記送信電力レベルを調整することは、前記デセンスイベントが検出さ
れた後、正しく受信されたフレームの第１の数が連続するフレームの第２の数の中から受
信されたことを検出することに応答して、前記送信電力レベルを調整することを備える、
Ｃ１に記載の方法。
　　［Ｃ１３］　ワイヤレス通信装置であって、
　ある送信電力レベルでワイヤレス通信を送信するように構成された送信機と、
　ワイヤレス通信を受信するように構成された受信機と、
　　前記送信機からの放出による、前記受信機によって受信された信号への干渉を示すデ
センスイベントを検出したことに応答して、第１の送信電力レベルに前記送信電力レベル
を調整することと、
　　前記第１の送信電力レベルに前記送信電力レベルを調整したことに応答して、第１の
時間間隔の間に実質的に前記第１の送信電力レベルに前記送信電力レベルを維持すること
と、
　　前記第１の時間間隔の後に第２の時間間隔の間にあるレートで前記送信機の送信電力
レベル限界を調整することと
　を行うように構成されたコントローラと
　を備える、ワイヤレス通信装置。
　　［Ｃ１４］　前記第１の送信電力レベルが、前記デセンスイベントよりある数のフレ
ームだけ前の前記送信電力レベルに実質的に対応する、Ｃ１３に記載のワイヤレス通信装
置。
　　［Ｃ１５］　フレームの前記数が実質的に１０フレームと３０フレームとの間であり
、前記第１の時間間隔が、実質的に０．５秒と１０秒との間である、Ｃ１４に記載のワイ
ヤレス通信装置。
　　［Ｃ１６］　前記第２の時間間隔は、前記送信電力レベル限界が、最大電力送信限界
に達したときに終了する、Ｃ１３に記載のワイヤレス通信装置。
　　［Ｃ１７］　前記レートが、フレームの選択数ごとにある量だけ前記送信電力レベル
限界を増加させることに対応する、Ｃ１３に記載のワイヤレス通信装置。
　　［Ｃ１８］　前記コントローラが、第１の値から前記送信電力限界を減算したものを
第２の値で除算することによって前記量を判断するように構成された、Ｃ１７に記載のワ
イヤレス通信装置。
　　［Ｃ１９］　前記コントローラが、
　最大送信電力限界、または
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　前記デセンスイベントの前の記憶された送信電力レベルを第３の値に加算したもの
　のうちの最大のものに基づいて、前記検出されたデセンスイベントに応答して、前記送
信電力限界を最初に判断するように構成された、Ｃ１８に記載のワイヤレス通信装置。
　　［Ｃ２０］　前記最大送信電力限界が実質的に１６ｄＢｍであり、前記第３のしきい
値が実質的に１ｄＢと６ｄＢとの間である、Ｃ１９に記載のワイヤレス通信装置。
　　［Ｃ２１］　前記コントローラが、前記デセンスイベントを検出するようにさらに構
成され、前記デセンスイベントを検出するために、前記コントローラが、
　　連続する間違って受信されたフレームの数が第１のしきい値以上であることを検出す
ることと、
　　連続する間違って受信されたフレームの前記数が、前記第１のしきい値以上であるこ
とを検出したことに応答して、前記送信機が非アクティブ化されることと、
　　前記送信機が非アクティブ化される前後の前記受信機の受信電力レベルの変化が、第
２のしきい値よりも大きいことを検出することと
　を行うように構成された、Ｃ１３に記載のワイヤレス通信装置。
　　［Ｃ２２］　前記第１のしきい値が１０フレームと１４フレームとの間であり、前記
第２のしきい値が実質的に４ｄＢと８ｄＢとの間である、Ｃ２１に記載のワイヤレス通信
装置。
　　［Ｃ２３］　前記コントローラは、前記デセンスイベントが検出された後、正しく受
信されたフレームの第１の数が連続するフレームの第２の数の中から受信されたことを検
出することに応答して、前記送信電力レベルを調整するように構成された、Ｃ１３に記載
のワイヤレス通信装置。
　　［Ｃ２４］　ワイヤレス通信装置であって、
　ある送信電力レベルでワイヤレス通信を送信するための手段と、
　ワイヤレス通信を受信するための手段と、
　前記送信手段からの放出による、前記受信手段によって受信された信号への干渉を示す
デセンスイベントを検出したことに応答して、第１の送信電力レベルに前記送信電力レベ
ルを調整するための手段と、
　前記第１の送信電力レベルに前記送信電力レベルを調整したことに応答して、第１の時
間間隔の間に実質的に前記第１の送信電力レベルに前記送信電力レベルを維持するための
手段と、
　前記第１の時間間隔の後に第２の時間間隔の間にあるレートで前記送信機の送信電力レ
ベル限界を調整するための手段と
　を備える、ワイヤレス通信装置。
　　［Ｃ２５］　前記第１の送信電力レベルが、前記デセンスイベントよりある数のフレ
ームだけ前の前記送信電力レベルに実質的に対応する、Ｃ２５に記載のワイヤレス通信装
置。
　　［Ｃ２６］　前記レートが、フレームの選択数ごとにある量だけ前記送信電力レベル
限界を増加させることに対応し、前記量が、第１の値から前記送信電力限界を減算したも
のを第２の値で除算することによって判断される、Ｃ２５に記載のワイヤレス通信装置。
　　［Ｃ２７］　最大送信電力限界、または
　前記デセンスイベントの前の記憶された送信電力レベルを第３の値に加算したもの
　のうちの最大のものに基づいて、前記検出されたデセンスイベントに応答して、前記送
信電力限界を最初に判断するための手段をさらに備える、Ｃ２６に記載のワイヤレス通信
装置。
　　［Ｃ２８］　前記最大送信電力限界が実質的に１６ｄＢｍであり、前記第３の値が実
質的に１ｄＢと６ｄＢとの間である、Ｃ２７に記載のワイヤレス通信装置。
　　［Ｃ２９］　前記デセンスイベントを検出するための手段をさらに備え、前記デセン
スイベントを検出するための前記手段が、
　第１のしきい値以上である連続する間違って受信されたフレームの数を検出するための
手段と、ここにおいて、前記送信機は、連続する間違って受信されたフレームの前記数が
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、
　前記送信機が非アクティブ化される前後の前記受信機の受信電力レベルの変化が、第２
のしきい値よりも大きいことを検出するための手段と
　を備える、Ｃ２５に記載のワイヤレス通信装置。
　　［Ｃ３０］　前記送信電力レベルを調整するための前記手段は、前記デセンスイベン
トが検出された後、正しく受信されたフレームの第１の数が連続するフレームの第２の数
の中から受信されたことを検出することに応答して、前記送信電力レベルを調整するため
の手段を備える、Ｃ２５に記載のワイヤレス通信装置。
　　［Ｃ３１］　実行されたとき、ワイヤレス通信装置にワイヤレス通信の方法を実行さ
せる命令で、その上に符号化された非一時的コンピュータ可読媒体を備えるコンピュータ
プログラム製品であって、前記方法は、
　送信機からの放出による、前記ワイヤレス通信装置の受信機によって受信された信号へ
の干渉を示すデセンスイベントを検出したことに応答して、第１の送信電力レベルに前記
ワイヤレス通信装置の前記送信機の前記送信電力レベルを調整することと、
　前記第１の送信電力レベルに前記送信電力レベルを調整したことに応答して、第１の時
間間隔の間に実質的に前記第１の送信電力レベルに前記送信電力レベルを維持することと
、
　前記第１の時間間隔の後に第２の時間間隔の間にあるレートで前記送信機の送信電力レ
ベル限界を調整することと
　を備える、コンピュータプログラム製品。
　　［Ｃ３２］　前記第１の送信電力レベルが、前記デセンスイベントよりある数のフレ
ームだけ前の前記送信電力レベルに実質的に対応する、Ｃ３１に記載のコンピュータプロ
グラム製品。
　　［Ｃ３３］　前記レートが、フレームの選択数ごとにある量だけ前記送信電力レベル
限界を増加させることに対応する、Ｃ３１に記載のコンピュータプログラム製品。
　　［Ｃ３４］　前記量が、第１の値から上送信電力限界を減算したものを第２の値で除
算することによって判断される、Ｃ３３に記載のコンピュータプログラム製品。
　　［Ｃ３５］　前記方法が、
　最大送信電力限界、または
　前記デセンスイベントの前の記憶された送信電力レベルを第３の値に加算したもの
　のうちの最大のものに基づいて、前記検出されたデセンスイベントに応答して、前記送
信電力限界を最初に判断することをさらに備える、Ｃ３４に記載のコンピュータプログラ
ム製品。
　　［Ｃ３６］　前記方法が、
　連続する間違って受信されたフレームの数が第１のしきい値以上であることを検出する
ことと、ここにおいて、前記送信機は、連続する間違って受信されたフレームの前記数が
、前記第１のしきい値以上であることを検出したことに応答して、非アクティブ化され、
　前記送信機が非アクティブ化される前後の前記受信機の受信電力レベルの変化が、第２
のしきい値よりも大きいことを検出することと
　をさらに備える、Ｃ３１に記載のコンピュータプログラム製品。
　　［Ｃ３７］　前記送信電力レベルを調整することは、前記デセンスイベントが検出さ
れた後、正しく受信されたフレームの第１の数が連続するフレームの第２の数の中から受
信されたことを検出することに応答して、前記送信電力レベルを調整することを備える、
Ｃ３１に記載のコンピュータプログラム製品。
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